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The structure and effects of informal communication on the cognition and behavior of high school 

students and teachers were investigated. Informal communication was composed of five factors: (a) 
information for cooperation (b) information about abilities of teachers, (c) information exchanged 
rapidly, (d) information exchanged frankly, and (e) information for promoting a comfortable work life.  
Cognition and behavior of high school students were composed of four factors: (a) ability to adapt to 
school life (b) reliability for school, (c) the ability to act independently, and (d) the ability to interact 
with teachers. Innovation oriented cognition and behavior of teachers were composed of four factors: 
(a) a high desire for innovation, (b) a positive attitude, and (c) feelings of tenseness around innovation, 
and (d) positive activity for innovation. Multiple linear regression analysis indicated that three factors 
had an influence on students of larger schools, and one factor had a positive influence on students of 
smaller schools. Four factors had an influence on innovation oriented cognition and behavior of 
teachers of larger schools, and two factors had an influence on Innovation oriented cognition and 
behavior of teachers of smaller schools. These results indicate that schools have difference in effect for 
students and teachers. 

 
1 研究の背景 
1-1 学校の変革への要請 
 文部科学省は，学校を取り巻く社会の変化に伴う

生徒の変化に柔軟に対応できる学校づくりのため，

教職員の活動を有機的に結びつけた組織的な学校運

営を行う体制の整備を提言している(文部科学省, 
2005)。生徒の「荒れ」や生徒の進路実績の低迷から

の脱出に成功した高等学校の組織では，特に教職員

同士による横方向の自由なコミュニケーションが活

発な例が少なくない。例えば，生徒数の減少から脱

し進学実績の改善に成功したT県立B高校の教師は

「職員室で生徒のことを話すと，先生方が集まって

きていろいろな情報を提供してくれます。」(染野, 
2008)と答え，生徒の問題行動の改善と進学実績の飛

躍的向上に成功した I 県立 F 高校の教師は，改革成

功の要因として，「教師同士が日常的に職員室で情報

を交換し，気になる生徒の相談を持ちかける雰囲気」

を挙げている (高橋, 2008)。 
そこで本研究では，学校組織においてインフォーマ

ル・コミュニケーションが有効に機能していると想

定し，生徒および組織メンバーの教師が組織の意識

や行動に及ぼす影響を検証する。 
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2 先行研究 
2-1 学校組織の特徴 

学校組織は他の組織と異なる特徴を持つ。学校の

日々の活動は実質的には一人一人の教員に委ねられ

ており，教員は全て平等であるという「なべぶた型」

の構造的特徴がある。そこから生じる閉鎖性のため，

学校組織では情報の収集や共有で隘路を生じやすい 
(松井, 2008)。教育組織に限らず，ヒューマン・サー

ビスを行う組織では上司－下僚の階層性が少なくて

管理機構が脆く，上意下達の官僚制システムの指示

系統とは相反する「横のコミュニケーション・チャ

ネル」が発達するという特徴がある(田尾, 1995)。 
 

2-2 インフォーマル・コミュニケーション 
この「横のコミュニケーション・チャネル」の役

割を果たすものとして，本研究ではインフォーマ

ル・コミュニケーションを想定する。淵上 (2005)は，

学校組織の公の場で語られる場合をフォーマル・コ

ミュニケーション，私的な場で語られる場合をイン

フォーマル・コミュニケーションと呼んでいる。イ

ンフォーマル・コミュニケーションの特徴について

仲谷・原島・西田 (1994)は「相手・出会い・話題が

偶然で予定されていないこと」と述べている。 
 本研究では，Barnard (1938)の「二人以上の人々の

意識的に調整された活動や諸力の体系」という公式

組織の定義を援用し，誰がいつ行うかを明確にした

定義を行う。会議のように公式組織をベースとした

フォーマルなコミュニケーションは，二人以上の

人々，即ち「組織」の「意識的調整」に基づき，事

前に日時と場所が指定されるなど「計画的」である。

それに対し，休み時間などに仕事上の悩みを打ち明

ける，生徒の情報を交換するといったインフォーマ

ル・コミュニケーションは，「成員個人」の自発的な

「意思」に基づき，「恣意的」に行われる。そこで本

研究では，インフォーマル・コミュニケーションを

「成員個人の意思に基づいて行われる恣意的な情報

交換」と定義する。なお，「情報交換」には，言語に

よる情報も非言語の情報も含むこととする。 
既に Roethlisberger (1941) はインフォーマル・コ

ミュニケーションが良好な場合，作業効率が向上す

ると指摘していた。ところがインフォーマル・コミ

ュニケーションは雑談のように見え，構造化もしに

くい(仲谷ら, 1994)ためか研究が進まなかった。近年

は，コミュニケーションの一形態としてインフォー

マル・コミュニケーションの研究も増え始めた。 
 Rogers & Rogers (1976)によれば，手続き的に定式

化されたフォーマルなコミュニケーションが組織行

動に安定性と恒常性，予測可能性をもたらすのと同

じく，噂話や世評といったインフォーマルなコミュ

ニケーションも組織行動に大きな影響を与える。例

えば，インフォーマル・コミュニケーションが人間

関係の構築や情報収集，何気ない会話からのアイデ

ア生成を促す役割を果たす(原岡，1990)。 
 
2-3 学校組織のインフォーマル・コミュニケーショ

ン 
学校組織のコミュニケーション研究は職員会議に

おけるコミュニケーション  (渕上 , 1995a; 天笠 , 
1988)や，上下・水平といったコミュニケーションの

方向性 (佐古, 1990; 渕上, 1993)に焦点があてられて

きた。インフォーマル・コミュニケーションについ

ては，藤原・竹下 (2004)，佐藤 (2007, 2009)が職員

室における学級経営や生徒に関するインフォーマル

な形の会話による情報交換を確認しており，淵上・

西村 (2004)は，教師の協働を構成する因子の一つに

「普段のコミュニケーション」を挙げている。 
 

2-4 生徒集団の意識や行動とコミュニケーション 
教師のコミュニケーションが生徒に影響に関して

は，教師個人のコミュニケーション・スキルが生徒

とのコミュニケーションに反映することに着目した

研究 (今野, 2000; 淵上・小早川, 2002)はあるが，教

師同士のコミュニケーションが生徒の意識や行動に

及ぼす影響を実証した研究は見当たらない。 
 

2-5 変革とインフォーマル・コミュニケーション 
近年，変革に影響を及ぼす要因としてインフォー

マル・コミュニケーションの重要性が認識され始め

ている。岡村・高橋・宮入 (2007)によれば，変化に

対して前向きな組織では進んでチームとしての相互

協力関係を築くことで問題解決のスピードが速くな

る。Nadler & Tushman (1989)は，非公式な情報フロ
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ーやオーソリティ関係といった要素が組織を良い方

向に変える際有効に機能すると述べている。 
変革が生成するプロセスの観点からも，非公式な

ルートの有効性を指摘する研究が出てきている。大

月 (2006)によれば，変革にも事前に周到な計画を立

てる計画的変革と，明確な事前の意図を欠きながら

組織行動を通じて新しい組織像を実現する創発的変

革の 2 種類がある。後者の変革生成は事前の意図を

欠く組織行動である点から，インフォーマル・コミ

ュニケーションが深く関与する可能性が考えられる。 
 

2-6 学校組織における変革とコミュ二ケ―ション 
 学校組織を変える要因としては，1960 年代には教

師個人に焦点が当てられ，教師が革新的になれば学

校は改善するという論が主流であった (浜野, 1978)。
近年は組織マネジメントの観点から個人でなく組織

に焦点が当てられ，組織を変える方略やその実証的

研究が主流となった。それらの研究では校長による

リーダーシップと変革の関係に焦点を当てたものが

多い (江藤, 2005; Deci, Vallerand, Palletier, & Ryan, 
1991)。 
同僚同士の協働と，学校の改善との関係の研究も

近年盛んである(佐古・久我・大河内ほか, 2003; 紅
林・下村・中川ら,2003; 渡邊, 2001; 佐古, 2006)。協

働とは，教師が一致協力して仕事を行うことを指す 
(藤原, 1998)。これらの研究では，コミュニケーショ

ンは協働の一部として取り上げられている。しかし

その詳細な分析には至っていない。 
学校におけるコミュニケーションが変革に及ぼす

影響に関する研究には，天笠 (1984)がある。そこで

は学校組織の変容の規定要因として，学校の組織風

土，教師集団の信条システム，イノベーションの遂

行方略とコミュニケーション・チャネルが指摘され

ている。インフォーマル・コミュニケーションと学

校の変革に関する研究には松井 (2008)があり，意思

形成の際，その担当者が他の教員と学校運営に関す

る思いを日常会話の中で交わし，斬新な情報などの

提供による望ましい変化への雰囲気醸成の重要性を

指摘している。しかし，その実証には至っていない。 
 
 

3 目的 
そこで，まず本研究では学校組織においてインフ

ォーマル・コミュニケーションによって，学校組織

におけるクライエントである生徒の行動，および組

織の現状を変えようとする教師の意識や行動に有効

に機能していると想定した。 
次に，本研究では組織におけるインフォーマル・

コミュニケーションが生徒の行動や教師の変革意識

と行動に及ぼす影響は，大規模の組織と小規模の組

織とで異なっていると想定した。大規模な学校では

小規模な学校と比べ，生徒に関する情報数もその情

報を共有すべき教師の数も多い。そのため，両者の

間にインフォーマル・コミュニケーションの機能の

強弱，優先される情報，影響力を与える要因が異な

る可能性があるからである。 
なお，本研究では大規模校は一つの学校に 17 クラ

ス以上とし，小規模校は一つの学校に 16 クラス以下

の学校とした。 
 

4 方法 

 本研究では，江頭(2013)の調査時に得られた結果

を再分析する形で進められた。 
 
4-1 本調査 1 
調査対象者 
学校組織におけるインフォーマル・コミュニケー

ションと生徒に関する調査は，F 県の F 県教育研究

会所属の A 地区公立高等学校教諭および常勤講師

262 名を対象に行った。2009 年 10 月，A 地区の公立

高等学校における F 県教育研究会の学校代表者に質

問紙を郵送し，学校代表者が質問紙を会員に配布お

よび回収した後，郵送にて返送する形で実施した。

回答数は 148 名(男性 108 名，女性 35 名，不明 5 名)，
回収率は 56.5％であった。教師としての勤務年数は，

5 年以下が 8 名，6 年～10 年が 11 名，11 年～15 年

が 32 名，16～20 年が 26 名，21～25 年が 40 名，26
～30 年が 19 名，31 年以上が 7 名であった。学校の

規模は 10 クラス以下が 13 名，11～13 クラス以下が

34 名，14～16 クラス以下が 43 名，17 クラス以上が

51 名，不明が 7 名であった。 
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4-2 本調査 2 
調査対象者 
 学校組織におけるインフォーマル・コミュニケー

ションと変革への意識および行動に関する調査は F
県の F県教育研究会所属の B 地区公立高等学校教諭

および常勤講師 346 名を対象に行った。 
 
手続き 
 本調査は 2009 年 10 月，B 地区の公立高等学校に

おける F 県教育研究会の学校代表者に質問紙を郵送

し，学校代表者が質問紙を会員に配布および回収し

た後，郵送にて返送する形で実施した。回答数は 125
名(男性 91 名，女性 34 名)，回収率は 36.1％であっ

た。教師としての勤務年数は，5 年以下が 16 名，6
年～10 年が 17 名，11 年～15 年が 17 名，16～20 年

が 23 名，21～25 年が 34 名，26～30 年が 16 名，31
年以上が 2 名であった。学校の規模は，10 クラス未

満が 11 名，11～13 クラス以下が 37 名，14～16 クラ

ス以下が 22 名，17 クラス以上が 55 名であった。 
 
4-3 本研究で用いる因子 

4-3-1 インフォーマル・コミュニケーションの因子 

 インフォーマル・コミュニケーションの因子は 5
因子から構成される。 
 第 1 因子は 12 項目で構成され，「気になっている

生徒の情報を交換し合う」など，教師同士がお互い

に支え合うためのコミュニケーションに関する項目

が高い負荷量を示す支え合い促進因子である。第 2
因子は 4 項目で構成され，「指導の得手不得手につい

ての話題が出る」など，教師同士が仕事の能力を向

上させるための情報交換に関する項目が高い負荷量

を示す教師の能力情報交換因子である。第 3 因子は

5 項目で構成され，「生徒に関する情報は，公式の発

表よりも早く口伝いで職員の耳に入る」など，非公

式の経路を通して素早く情報が伝わることに関する

項目が高い負荷量を示す迅速な情報交換因子である。

第 4 因子は 5 項目で構成され，「趣味など個人的な嗜

好に関する話をしている」など，気軽に声を掛け合

うことに関する項目が高い負荷量を示す気軽な情報

交換因子である。第 5 因子は 5 項目で構成され，「リ

ラックスした様子で話している」など，働きやすい

環境づくりための態度や行動に関する項目が高い負

荷量を示す働きやすさ促進因子である。 
 
4-3-2 生徒集団の意識や行動についての因子 

生徒集団の意識や行動の因子は 4 因子から構成さ

れる。 
第 1 因子は 12 項目で構成され，「欠席や遅刻，早

退の連絡はきちんと行う」など，生徒の学校におけ

る集団生活への適応に関する項目が高い負荷量を示

す学校生活への適応因子である。第 2 因子は 9 項目

で構成され，「社会で活躍中の本校卒業生を皆知って

いる」など，生徒が自分の学校の卒業生や授業など

に対して誇りや信頼を寄せていることに関する項目

が高い負荷量を示す学校への信頼因子である。第 3
因子は 10 項目で構成され，「班単位で学習がスムー

ズにできる」など，生徒が自分たち自身で考えて行

動する力に関する項目が高い負荷量を示す自律性因

子である。第 4 因子は 3 項目で構成され，「教師と話

す際，生徒は恋愛や趣味など個人的なことについて

も話す」など，教師との個人的な接触に関する項目

が高い負荷量を示す教師とのふれあい因子である。 
 

4-3-3 変革への意識および行動の因子 

 変革への意識および行動の因子は 4 因子から構成

される。 
第 1 因子は 7 項目で構成され，「現状を良くしよう

と，皆がわくわくする思いを抱いている」など，新

しい取り組みを歓迎する態度や行動に関する項目が

高い負荷量を示す新しさ指向因子である。第 2 因子

は 7 項目で構成され，「新しい取り組みは，職員や保

護者の反対を恐れることなく導入，推進されている」

など，現状を良くするためなら困難も乗り越えよう

とする前向きな態度や行動に関する項目が高い負荷

量を示す前向き指向因子である。第 3 因子は 6 項目

で構成され，「今のままのやり方を継続していては，

本校は悪くなると捉えている」など，皆が危機感を

共有しつつ現状改善に当たっている様子や行動に関

わる項目が高い負荷量を示す危機感共有因子である。

第 4 因子は 3 項目で構成され，「何かをする時，フッ

トワークが軽い」など，精力的に仕事をしているこ

とをあらわす項目が高い負荷量を示す精力的行動因
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子である。 
 
5 結果 

5-1 インフォーマル・コミュニケーションと変革へ

の意識および行動の相関関係 

 インフォーマル・コミュニケーションの因子と生

徒集団の意識や行動の因子との相関係数を Table 1
に示す。「支え合い促進」と「危機感共有」以外の因

子の間に正の有意な相関が見られた。 
 
5-2 インフォーマル・コミュニケーションの影響 

学校の規模を，16 クラス以下の小規模の学校と 17
クラス以上の大規模の学校に分け，それぞれインフ

ォーマル・コミュニケーションの 5 つの下位尺度得

点が生徒集団の意識や行動の 4 つの下位尺度に及ぼ

す影響と変革への意識と行動に及ぼす影響を確認す

るため重回帰分析を行った(Table 2)。 
 
5-2-1 大規模校の場合 

大規模校では，「支え合い促進」からは「学校生活

への適応」(β=.66, p <.01)，「学校への信頼」(β=.56, p 
<.05)，「自律性」(β=.64, p <.05)，「教師の能力情報交

換」からは「学校生活への適応」(β=-.47, p <.05)，「迅

速な情報交換」からは「自律性」(β=.53, p <.05)にす

る標準偏回帰係数が有意であった。 
 

 
 

5-2-2 小規模校の場合 
小規模校においては，「教師の能力情報交換」から

は「学校への信頼」(β=.30, p <.05)，「自律性」(β=.42, 
p <.01)，「教師とのふれあい」(β=.35, p <.05)に対する

標準偏回帰係数が有意であった。 
 

5-3 変革への意識と行動への影響 
5-3-1 大規模校の場合 
大規模校では，「支え合い促進」からは「前向き指

向」(β=-46, p <.01)，「危機感共有」(β=-.44, p <.01)，
「教師の能力情報交換」からは「新しさ指向」(β=.48, 
p <.01)，「前向き指向」(β=.50, p <.01)，「危機感共有」

(β=.73, p <.001)，「迅速な情報交換」からは「前向き

指向」(β=.35, p <.05)，「働きやすさ促進」からは「新

しさ指向」(β=.57, p <.001)，「前向き指向」(β=.75, p 
<.001)に対する標準偏回帰係数が有意であった. 
 
5-3-2 小規模校の場合 
 小規模校においては，「教師の能力情報交換」から

は「前向き指向」(β=.41, p <.001)，「危機感共有」(β=.31, 
p <.05)，「精力的行動」(β=.21, p <.05)に対して，「働

きやすさ促進」からは「新しさ指向」(β=.57, p <.001)，
「精力的行動」(β=.75, p <.001)に対する標準偏回帰

係数が有意であった。 
 

 

 

 

Table 1 インフォーマル・コミュニケーションと生徒集団および変革への意識と行動の相関 

  支え合い促進 教師の能力情換

 

迅速な情報交換 気軽な情報交換 働きやすさ促進 

 
小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 

学校生活への適応  .33**

  

.62** .19   -.30** .21   .41** .12   .35** .23   .46** 

学校への信頼 .34** .50** .39** .19   .34** .48** .26* .23   .31** .30*  

自律性 .28** .54** .36** .19   .25*  .49** .14 .24   .22*  .31*  

教師とのふれあい .28** .14   .49** .40** .44** .35** .36** .30*  .30** .29*  

 
小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 小規模 大規模 

新しさ指向 .49** .38** .57** .63** .48** .49** .44** .41** .73** .51** 

前向き指向 .46** -.33** .63** .63** .33** .54** .38** .23   .63** .43** 

危機感共有 .37** -.36** .47** .61** .33** 

 

 

.43** .31** .24*  .44** .13   

精力的行動 .43** .42** .51** .53** .28** .53** .26*  .39** .74** .48** 
***p <.001, **p <.01, *p <.05 
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6 考察 

6-1 大規模の学校組織における 

インフォーマル・コミュニケーションの影響 

6-1-1 生徒集団の意識や行動への影響 
 本研究の調査から，大規模な学校では，「支え合い

促進」，「教師の能力情報交換」，「迅速な情報交換」

が生徒集団の意識や行動に影響を及ぼすことが明ら

かになった。この結果は，構造化がしにくいと中谷

ら(1994)に指摘されたインフォーマル・コミュニケ

ーションの，組織内における影響関係の一端を示し

ている。学校において，藤原・竹下(2004)や佐藤(2007, 
2009)が確認した，職員室における学級経営や生徒に

関するインフォーマルなコミュニケーション，およ

び渕上・西村(2004)が教師の協働を攻勢する因子の

一つとして指摘した「普段のコミュニケーション」

が生徒の集団や教師の組織に対して有効に作用して

いることが具体的に示された。 
インフォーマル・コミュニケーションの 5 因子中，

特に生徒の学校生活での行動に有効に作用していた

のは「支え合い促進」であった。Roethlisberger(1941)
は，インフォーマル・コミュニケーションが良好な

場合，作業効率が向上すると指摘していた。本研究

の結果は，中でも「支え合い促進」の部分が特に作

業効率を向上させ，生徒に有効に作用することを示

唆している。 
「支え合い促進」が有効であることは，学校組織

においては，「なべぶた型」の構造の中で一人一人の

教員に委ねる閉鎖的な働き方ではなく，むしろお互

いの仕事に手を出し合う働き方でこそ生徒に好影響

を与えることを表している。いいかえれば，「支え合

い促進」に関わるインフォーマル・コミュニケーシ

ョンが少なければ，生徒の「学校生活への適応」，「学

校への信頼」，「自立性」が，伸びるはずのレベルま

で伸びない可能性があることを本研究の結果は示し

ている。 
「支え合い促進」が，大規模な学校で多くの影響

を及ぼす背景には，大規模ゆえの連携の取りづらさ

があると推察される。大規模な学校では一つの学年

や教科，分掌のメンバー数が多いため，お互いの状

Table 2 インフォーマル・コミュニケーションから生徒集団の意識や行動，および        

変革への意識と行動への重回帰分析結果 

 

規模(Ｒ２) 

Β 

支え合い      

促進 

教師の能力  

情報交換 

迅速な     

情報交換 

気軽な    

情報交換 

働きやすさ 

促進 

学校生活への適応 小(Ｒ２=.08)        .41   .12   -.09  -.22 .09   

大(Ｒ２=.44)  .66** -.47*  .14  .10 .07     

学校への信頼 小(Ｒ２=.13)        .17   .30*   .05  -.11 .07   

大(Ｒ２=.31) .56*  -.12 .52  -.33 -.18   

自律性 小(Ｒ２=.12) .23  .42** -.05  -.27 .04   

大(Ｒ２=.36) .64*  -.15 .53* -.33 -.23   

教師とのふれあい 小(Ｒ２=.24) -.15  .35*   .30  .09 -.03   

大(Ｒ２=.16) -.47  .27  .31  .02 .28   

新しさ指向 小(Ｒ２=.55)  -.11 

  

.20    .17  .09 .57*** 

大(Ｒ２=.44) -.26  .48**    .08  .19 .32*  

前向き指向 小(Ｒ２=.47) .05   .41*** .04

     

-.05 .37 

大(Ｒ２=.49) -.46** .50**  .35* -.04 .34*   

危機感共有 小(Ｒ２=.22) .11  .31*   .15  -.03 .12   

大(Ｒ２=.45) -.44** .73*** .14

     

.15 -.09 

精力的行動 小(Ｒ２=.55) -.01  .21*   -.06 . 20    .75*** 

大(Ｒ２=.33) -.10 .21   .27  .10 .28   

***p <.001, **p <.01, *p <.05 β=標準偏回帰係数 
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況を把握することが難しい。会議で全員が集まるこ

とも小規模な学校と比べると難しくなるであろう。

その結果，相互支援や迅速な情報交換が取りづらく，

組織の円滑な機能が妨げられると推測される。この

ような，組織の大きさゆえに生じる機能不全をイン

フォーマル・コミュニケーションが補うと考えられ

る。支え合いを促す会話を自発的に行うことによっ

て，成員同士の支援を実感し，組織内のいろいろな

仕事の進行が円滑になり，生徒の指導に好影響を与

えることがうかがわれる。 
他方，「教師の能力情報交換」は，生徒の「学校生

活への適応」に負の影響を及ぼしていた。この背景

には，教師の仕事における閉鎖性の存在が推測され

る。大規模な学校では，いろいろな能力をもつ教師

がいる。その状況で，教師の能力を細かく知る必要

性は，人材の少ない小規模校に比べて低いであろう。

それにもかかわらず，互いの能力を知ろうとする意

欲が強いということは，生徒のためというよりは，

教師の興味や出世のためのポジション争いのように

教師自身のためである可能性が推測される。他方，

大規模校で，教師に関する情報交換が少ない場合，

教師同士の関係やポジション争いには拘泥するかわ

りに，生徒に対する業務を正常に行っている可能性

が高いことが推察される。 
「迅速な情報交換」は，大規模校では生徒の「自

律性」に影響を及ぼしている。小規模校では生徒に

対する影響が確認されなかった。小規模校に比べ，

大規模校では，生徒の数が多いため，情報の収集や

共有において隘路を生じやすいであろう。フォーマ

ルな会議で多くの教師を集めるために時間がかかれ

ば伝達が遅くなる。こういった情報の隘路と伝達の

遅さを補うべく，情報を迅速に伝えるためのインフ

ォーマル・コミュニケーションが，大規模校では特

に有効に作用すると推察される。 
特に生徒が自分たち自身で考えて行動する力であ

る「自律性」に有効であった。大規模校では教師個々

人でカバーできないほどの多数の生徒に関する情報

がある。大規模校ゆえの情報のつかみにくさを，イ

ンフォーマルで迅速な情報伝達が補っていることが

背景にあると考えられる。生徒を命令一下で動かす

だけならば，学年やクラス，生徒個々人の詳細な情

報は必要ない。しかし，生徒たちを自律的に動く集

団にしたければ，学年やクラス，生徒個々人の特徴

をよくつかんだ上で，今目の前にいる生徒たちが自

主的に動きやすいような支援策を講じなければなら

ない。教師同士の迅速な情報交換によって，多くの

教師が生徒の新鮮な情報をつかんでいれば，より現

状に適合した支援策が立てられる。そのため，大規

模校では「迅速な情報交換」が生徒の「自律性」向

上に影響すると考えられる。 
 

6-1-2 変革への意識と行動への影響 
教師の変革への意識と行動に影響を及ぼしていた

のは，「気軽な情報交換」以外のすべての因子，「支

え合い促進」，「教師の能力情報交換」，「迅速な情報

交換」，「働きやすさ促進」であった。 
この結果は，天笠(1984)や松井(2008)が指摘するよ

うに，学校組織の望ましい方向への変容を促すには，

コミュニケーションが重要な役割を果たしているこ

とを示している。岡澤(1997)は，派閥におけるイン

フォーマルなコミュニケーションは組織への不満や

個人への批判になりがちで，合理的なコミュニケー

ションになりにくいと主張したが，本研究の結果か

らは，組織の変革を促す有用なコミュニケーション

となりうることが示された。 
「支えあい促進」は，「前向き指向」と「危機感共

有」に負の影響を及ぼしていた。近年の研究では，

インフォーマル・コミュニケーションは，組織の改

善に有効に作用するとの主張が複数みられる

(Nadler & Tushman, 1989; 岡村・高橋・宮入, 2007 ; 松
井 2008 )。しかし，何かあっても教師で支えあって

何とかやり過ごせる状況は，変革にあたっての前向

きさや危機感の共有を阻害する可能性を内包してい

る。特に，大規模な学校では，組織を構成する教師

が多いため，一人一人の責任の重さが小規模な学校

に比べて軽く認識されやすい側面があろう。その上，

支え合いの雰囲気が強く，多くの教師にうまくいっ

ていると認識されれば，現状打破や危機的減所を訴

えにくいと推測される。 
「教師の能力情報交換」は，「新しさ指向」，「前向

き指向」，「危機感共有」に正の影響を及ぼしていた。

松井(2008)は学校変革における意思形成の際，学校
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運営に関する思いや斬新な情報の提供が重要と指摘

している。しかし，今回の結果からは，変革を推進

する教師の能力に関する情報を共有することもまた，

変革への意識と行動を促進するにあたって重要な要

因であることが示された。 
「迅速な情報交換」によって，生徒に対する指導

後の経過や成果の手ごたえを感じると，さらに前向

きに仕事に取り組む意欲が増すであろう。そのため，

「迅速な情報交換」が「前向き指向」に影響すると

考えられる。 
また，教師の能力を認識しているにもかかわらず，

うまくいかない事態に遭遇すれば，「危機感共有」に

つながりやすいと考えられる。教師の能力の認識が

曖昧であれば，うまくいかない原因もまた曖昧にな

り，危機感も醸成されないであろう。 
「迅速な情報交換」は，「前向き指向」にのみ影響

を及ぼしていた。大規模な学校では，生徒数が多い

分，個人や組織が行った仕事の成果で把握しにくい

部分が多いと考えられる。 
これらの因子は「新しさ指向」，「前向き指向」，「危

機感共有」など，変革に向けた意識に影響を及ぼし

ている。つまり，大規模な組織では，インフォーマ

ル・コミュニケーションは，変革の行動ではなく，

変革への意識づけに影響するといえる。 
「働きやすさ促進」は「新しさ指向」と「前向き指

向」に影響していた。働きやすい職場環境が整って

くると，働きづらい時に使っていた余計な労力を使

わずにすむ。これは，インフォーマル・コミュニケ

ーションが良好な場合，作業効率が向上するという

Roethlisberger(1941)の指摘の背景にある状況であろ

う。もし，働きづらい環境であれば，新しいことへ

の取り組みや，多少の困難があっても前向きな姿勢

や行動を保つことが阻害されてしまう。つまり，教

師同士のインフォーマル・コミュニケーションを通

した働きやすい職場環境づくりが，教師の余裕を生

み，新しいことへの挑戦や前向きな取り組みを支え

るのである。 
 

6-2 小規模の学校組織におけるインフォーマル・コ

ミュニケーションの影響 
6-2-1 生徒集団の意識や行動への影響 

小規模な学校で，生徒に影響を及ぼしたのは「教

師の能力情報交換」だけであった。小規模な学校で

は，生徒数も教師数も少なく，情報を把握しやすい

反面，教師の数が少なく戦力が限られている。限ら

れた戦力を最大限に発揮し，生徒に効果的な指導を

行うためには，まず戦力となる教師の能力に関する

情報を互いに知ることが必要である。そこで，小規

模な学校では大規模な学校以上に教師の能力の情報

がインフォーマル・コミュニケーションを通して流

れ，その量の多さが生徒に影響すると考えられる。 
「教師の能力情報交換」が影響を及ぼしていたの

は，「学校への信頼」，「自律性」，「教師とのふれあい」

であった。 
「学校生活への適応」については，宿題をきちん

とやる，遅刻・早退・欠席をしない，のように，過

去における家庭での保護者の指導や，過去からずっ

と蓄積してきた生徒個人の意識の高さにも影響を受

ける部分があろう。他方，「学校への信頼」，「自律性」，

「教師とのふれあい」については，現在目の前にい

る教師次第で高くも低くもなりうる意識や行動であ

る。そのため，これらの 3 つの因子は，「教師の能力

情報交換」に影響を受けたと推察される。教師の数

が限られている小規模校では，一人一人の能力を知

ることが，大規模校以上に生徒に影響を及ぼすとい

える。 
 
6-2-2 変革への意識と行動への影響 
教師の変革への意識と行動に影響を及ぼしていた

のは，「教師の能力情報交換」に加え，「働きやすさ

促進」であった。 
「教師の能力情報交換」が影響を与えていたのは

「前向き指向」，「危機感共有」，「精力的行動」であ

った。 
かつては，革新の担い手は，教師個人個人(浜野, 

1978)や，リーダーである校長 (江藤 , 2005; Deci, 
Vallerand, Palletire, & Ryan, 1991)と言われていた。特

に，小規模な学校であれば，革新的な個人やリーダ

ーの力が及びやすくて有効になりそうだとも考えら

れる。しかし，今回の結果からは，小規模校ではむ

しろ，成員同士のインフォーマル・コミュニケーシ

ョンが，大規模校と比べても有効であることが示さ
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れた。 
教師の数が少ない小規模な学校で，変革のための

前向きなアイデアを実行に移し，危機感を失うこと

なく精力的に継続しようとすれば，大規模校以上に

一人一人の能力が貴重で重要な変革への推進力とな

る。その際，教師同士がお互いの能力をよく知って

いればいるほど，効率よく変革を進めるための適材

適所を実現しやすいであろう。 
「働きやすさ促進」が影響を及ぼしていたのは「新

しさ指向」と「精力的行動」であった。大規模校で

も「働きやすさ促進」は「新しさ指向」に影響を及

ぼしていた。小規模校では生徒の人数は少ない。し

かし，一人に複数の校務が集中しやすく，出張や研

修で学校を空ける際にも調整が難しくなりやすい

(中央教育審議会, 2008)。不在の教師の分の仕事は，

多くの校務を抱える残り少ない教師で埋めることと

なる。このように，教師一人一人の負担が大きく，

時間的，精神的な余裕がない小規模校，インフォー

マル・コミュニケーションを通して，職場が働きや

すい環境になると，時間的，精神的に余裕が生まれ，

新しいことに挑戦する機運が高まると推察される。 
「働きやすさ促進」が「精力的行動」に影響を及

ぼした背景にも，小規模な学校ゆえに多忙な教師が，

働きやすい環境によって，時間的，精神的な余裕を

もてる点があると考えられる。教師の側に，新しい

こと，困難なことにへの精力的な取り組みを続けて

いきたい気持ちがあっても，目の前の校務に忙殺さ

れ，時間的にも精神的にも余裕がなければ，精力的

に取り組み続けることができない。多忙によって，

変革への意識や行動が阻害された結果，組織の改善

は頓挫するであろう。特に，教師の数が少ない小規

模校では，変革を実現させようと思うならば，一人

一人の精力的な変革への取り組みが貴重な推進力と

なる。小規模校で変革のための活動を力強く持続さ

せようとするならば，負担を増やして頑張れと追い

立てるのではなく，まずは「働きやすさ促進」のた

めのインフォーマル・コミュニケーションを教師に

許すことから始まると考えられる。 
 
6-3 今後の課題 

現代の学校組織はインフォーマル・コミュニケー

ションが生起しにくい条件を抱えている。学校でも

企業でも同僚や知り合いと休憩時間などに直接話を

する機会が減少し (川上ら, 2006)，インフォーマ

ル・コミュニケーションの情報は属人性，断片性，

単発性という特徴があり意図的に引き出しにくい

(爰川, 1999)。 
特に学校では，教師は教授・指導活動の失敗や悩

みの開示が面子や適性の判断とオーバーラップする

危険から，情報を開示したがらない (藤原, 1998)。
そのような状況下，インフォーマル・コミュニケー

ションを促す手段の解明が必要と考えられる。 
また，今回の調査は高等学校の学校組織のみを対

象とした。しかし，病院や福祉施設のような他の業

態のヒューマン・サービス組織や一般企業で調査し

た場合，違った結果となる可能性がある。学校組織

のインフォーマル・コミュニケーションに特徴的な

部分，他組織と共通した部分に関する検証も，今後

の課題として残された。 
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脚注 
本論文は，2011 年に産業組織心理学会で発表したも

のを改稿したものである。 
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